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１ フリーランス



令和6年11月1日施行期日

１．対象となる当事者・取引の定義
（１）「特定受託事業者」とは、業務委託の相手方である事業者であって従業員を使用しないものをいう。[第２条第１項]

（２）「特定受託業務従事者」とは、特定受託事業者である個人及び特定受託事業者である法人の代表者をいう。[第２条第２項]

（３）「業務委託」とは、事業者がその事業のために他の事業者に物品の製造、情報成果物の作成又は役務の提供を委託することをいう。[第２条第３項]

（４）「特定業務委託事業者」とは、特定受託事業者に業務委託をする事業者であって、従業員を使用するものをいう。 [第２条第６項]

※ 「従業員」には、短時間・短期間等の一時的に雇用される者は含まない。

概 要

我が国における働き方の多様化の進展に鑑み、個人が事業者として受託した業務に安定的に従事することができる環境を整備するため、特定受託事業者に係る取引の適
正化及び特定受託業務従事者の就業環境の整備を図り、もって国民経済の健全な発展に寄与することを目的として、特定受託事業者に業務委託をする事業者について、
特定受託事業者の給付の内容その他の事項の明示を義務付ける等の措置を講ずる。

趣 旨

２．特定受託事業者に係る取引の適正化
特定業務委託事業者は、

（１）特定受託事業者に対し業務委託をした場合は、特定受託事業者の給付の
内容、報酬の額等を書面又は電磁的方法により明示しなければならないものと
する。[第３条]
※ 従業員を使用していない事業者が特定受託事業者に対し業務委託を行う

ときについても同様とする。
（２）特定受託事業者の給付を受領した日から60日以内の報酬支払期日を設

定し、支払わなければならないものとする。（再委託の場合には、発注元から支
払いを受ける期日から30日以内）[第４条]

（３）特定受託事業者との業務委託（１か月以上のもの）に関し、①～⑤の行
為をしてはならないものとし、⑥・⑦の行為によって特定受託事業者の利益を不
当に害してはならないものとする。 [第５条]
① 特定受託事業者の責めに帰すべき事由なく受領を拒否すること
② 特定受託事業者の責めに帰すべき事由なく報酬を減額すること
③ 特定受託事業者の責めに帰すべき事由なく返品を行うこと
④ 通常相場に比べ著しく低い報酬の額を不当に定めること
⑤ 正当な理由なく自己の指定する物の購入・役務の利用を強制すること
⑥ 自己のために金銭、役務その他の経済上の利益を提供させること
⑦ 特定受託事業者の責めに帰すべき事由なく内容を変更させ、又はやり直さ

せること

３．特定受託業務従事者の就業環境の整備
特定業務委託事業者は、

（１）広告等により募集情報を提供するときは、虚偽の表示等をしてはならず、正
確かつ最新の内容に保たなければならないものとする。[第12条]

（２）特定受託事業者が育児介護等と両立して業務委託（６か月以上のも
の）に係る業務を行えるよう、申出に応じて必要な配慮をしなければならないも
のとする。[第13条]

（３）特定受託業務従事者に対するハラスメント行為に係る相談対応等必要な
体制整備等の措置を講じなければならないものとする。[第14条]

（４）業務委託（６か月以上のもの）を中途解除する場合等には、原則として、
中途解除日等の30日前までに特定受託事業者に対し予告しなければならな
いものとする。[第16条]

４．違反した場合等の対応
公正取引委員会、中小企業庁長官又は厚生労働大臣は、特定業務委託事

業者等に対し、違反行為について助言、指導、報告徴収・立入検査、勧告、公
表、命令をすることができるものとする。[第８条、第９条、第11条、第18～第20
条、第22条]

※ 命令違反及び検査拒否等に対し、50万円以下の罰金に処する。法人両罰
規定あり。[第24条、第25条]

５．国が行う相談対応等の取組
国は、特定受託事業者に係る取引の適正化及び特定受託業務従事者の就業環境の整備に資するよう、相談対応などの必要な体制の整備等の措置を講ずるものとする。

[第21条]

フリーランス・事業者間取引適正化等法の趣旨・概要等
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➢ 本法律は、（特定）業務委託事業者と特定受託事業者（※）との間の「業務委託」に係る取引に適用される。
➢ 「業務委託」とは、事業者がその事業のために他の事業者に物品の製造、情報成果物の作成又は役務の提供を委

託する行為をいい、委託とは、物品・情報成果物・役務の仕様・内容等を指定してその製造や作成・提供を依頼
することをいう。

➢ つまり、事業者間（BtoB）における委託取引が対象であり、下の図の赤い矢印の取引が本法律の対象となる。
（※）特定の事業者との関係で従業員として雇用されている個人が、副業で行う事業について、事業者として他の事業者から業務委託
を受けている場合には、この法律における「特定受託事業者」に該当する。

フリーランス・事業者間取引適正化等法の対象①

個人カメラマン

企業
（従業員を使用）

消費者

消費者が家族写真の撮影を委託

⇒事業者ではなく

消費者からの委託

企業が宣材写真

の撮影を委託

カメラマンが自作した

写真集をネット等で販売

⇒委託ではなく売買

企業
（出版社等）

（図）一人のカメラマンが様々な仕事を行う場合

消費者・企業
（不特定多数） 5

企業がカメラマンと

労働契約を結び、雇用

⇒労働法の対象



フリーランス・事業者間取引適正化等法の対象②

個人

雇用

・週15時間労働
・２ヶ月の雇用見込み

個人

雇用

・週30時間労働
・２週間の雇用見込み

個人

雇用

・週15時間労働
・２週間の雇用見込み

「従業員」に該当しない

「特定受託事業者」

個人

雇用

・週30時間労働
・２ヶ月の雇用見込み

「特定受託事業者」

に該当しない

「従業員」に該当する

特定業務委託事業者（組織）

本法律は適用されない本法律が適用される

業務委託の相手方
であって従業員を
使用しないもの

特定受託事業者

週所定労働時間が
20時間以上

かつ
31日以上の
雇用見込み

従業員

6

➢ 本法律は、従業員を使用せず一人の「個人」として業務委託を受ける特定受託事業者と、従業員を使用して「組織」
として業務委託をする特定業務委託事業者との間の業務委託に係る取引に適用される。

➢ 「従業員を使用」とは、週所定労働時間が20時間以上かつ継続して31日以上の雇用が見込まれる労働者を雇用するこ

とをいう。
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フリーランス・事業者間取引適正化等法について
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フリーランスからの相談・申出対応フロー フリーランスからの申出

（申出等）
第十七条 特定業務委託事業者から業務委託を受け、又は受けよう
とする特定受託事業者は、この章の規定に違反する事実がある場合
には、厚生労働大臣に対し、その旨を申し出て、適当な措置をとるべ
きことを求めることができる。

２ 厚生労働大臣は、前項の規定による申出があったときは、必要な
調査を行い、その申出の内容が事実であると認めるときは、この法律
に基づく措置その他適当な措置をとらなければならない。

（報告及び検査）
第二十条 厚生労働大臣は、第十八条（第十四条に係る部分を除
く。）及び前条第一項の規定の施行に必要な限度において、特定
業務委託事業者、特定受託事業者その他の関係者に対し、業務
委託に関し報告をさせ、又はその職員に、これらの者の事務所その他
の事業場に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させることができ
る。

２ 厚生労働大臣は、第十八条（第十四条に係る部分に限る。）
及び前条第三項の規定の施行に必要な限度において、特定業務
委託事業者に対し、業務委託に関し報告を求めることができる。

３ 第十一条第三項及び第四項の規定は、第一項の規定による立
入検査について準用する。

（厚生労働大臣の権限の委任）
第二十三条 この法律に定める厚生労働大臣の権限は、厚生労働
省令で定めるところにより、その一部を都道府県労働局長に委任する
ことができる。

労働局の調査



フリーランスの労災保険特別加入制度
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【東京労働局内 特別加入団体状況】
（R7．５月末現在）

承認済団体 ５団体
   ・ACTORSフリーランス労災
・TSCフリーランス部会
・フリーランス労災保険組合
・みんなの労災保険組合
・連合フリーランス労災保険センター
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フリーランス・トラブル110番の相談及び和解あっせん件数（全国）
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フリーランス・トラブル110番の相談内容
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２ 副業・兼業



副業・兼業について

◆「働き方改革実行計画」（平成29年３月28日）において、「労働者の健康確保に留意しつつ、原則副業・兼業を認める方向で、

副業・兼業の普及促進を図る」とされたことを受けて、平成30年１月に「副業・兼業の促進に関するガイドライン」が策定され、

副業・兼業の促進の方向性や、労働時間や労働者の健康確保等の留意事項がまとめられた。

◆ 東京労働局においては、「副業・兼業の促進に関するガイドライン」等の周知を図っている。

これまでの主な対応（東京労働局）

★ 労働基準監督署において、以下を活用した周知に取り組ん
でいる。

✓ 平成30年１月（策定）

モデル就業規則について、副業・兼業を原則認める内容に改定。

✓ 令和２年９月（改定①）

✓ 令和４年７月（改定②）

ガイドライン等の策定（厚生労働省）

ガイドラインを改定し、副業・兼業に関する労働時間管理や健
康確保等のルールの明確化を行った。

ガイドラインを改定し、企業に対して、副業・兼業への対応状
況についての情報公開を推奨することとした。

副業・兼業に取り組む企業11社に対してヒアリングを実施し、
その結果を事例集として公表。

・副業・兼業の促進に関するガイドライン

・モデル就業規則

・副業・兼業時の労働時間の通算解説資料

・管理モデル解説資料

（※）副業・兼業の場合における労働時間管理における労使

双方の手続き上の負荷を軽くするためのモデル。

・副業・兼業の事例

・労働基準法のあらまし（東京労働局独自） など

★ 公共職業安定所において、副業・兼業を希望する求職者が
フリーワード検索できるよう、副業・兼業が可能な求人につ
いては「副業可」、「兼業可」と求人票に記載するよう統一
している。
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【副業・兼業の促進に関するガイドライン】

「働き方改革実行計画」において、「労働者の健康確保に留意
しつつ、原則副業・兼業を認める方向で、副業・兼業の普及促
進を図る」とされたことを受けて、「副業・兼業の促進に関す
るガイドライン」を策定し、副業・兼業の促進の方向性や、労
働時間や労働者の健康確保等の留意事項をまとめた。

【モデル就業規則】

✓ 平成30年１月

【事例集】

✓ 令和５年３月



労働基準関係法制研究会報告書において、「労働者の健康確保のための労働時間の通算は維持しつつ、割増賃金の支払いに

ついては、通算を要しないよう、制度改正に取り組むことが考えられる。」とされたことを踏まえ、現在、労働政策審議会

労働条件分科会において検討が行われている。

副業・兼業について

副業・兼業の状況

注）本業の就業形態が非雇用である者の回答を含む。
スクリーニング調査の設問。

◼ 「副業者の就労に関する調査」（2024 年 7 月独立政法人

労働政策研究･研修機構）を基に、厚生労働省労働基準

局労働条件政策課において作成したもの

◼ 第20回労働政策審議会労働条件分科会資料より抜粋

➢ 有職者に占める副業者の割合は 6.0％

➢ 主な副業の業種は「宿泊業、飲食サービス業」、

「医療・福祉」、「卸売業・小売業」などの順

➢ 主な副業の職種は「専門的・技術的職業」の割合が

もっとも高く、次いで「サービス職業」、「運搬・

清掃・梱包等」などの順
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副業・兼業の促進に関するガイドラインについて（概要）①

（平成30年1月策定、令和２年９月改定、令和４年７月改定）

１ 副業・兼業の現状

・ 副業・兼業に関する裁判例では、労働者が労働時間以外の時間をどのように利用するかは、基本的には労働者の

自由であるとされている。

２ 副業・兼業の促進の方向性

・ 副業・兼業を希望する労働者については、その希望に応じて幅広く副業・兼業を行える環境を整備することが重

要である。

３ 企業の対応

（１）基本的な考え方

・ 副業・兼業を進めるに当たっては、労働者と企業の双方が納得感を持って進めることができるよう、企業と労

働者との間で十分にコミュニケーションをとることが重要である。

・ 企業の副業・兼業の取組を公表することにより、労働者の職業選択を通じて、多様なキャリア形成を促進する

ことが望ましい。

（２）労働時間管理

労働者が事業主を異にする複数の事業場で労働する場合には、労働時間を通算して管理することが必要である。

① 労働時間の通算が必要となる場合

・ 労働者が事業主を異にする複数の事業場において「労働基準法に定められた労働時間規制が適用される労働

者」に該当する場合に、労働時間が通算される。

・ 使用者は、自社の労働時間と労働者の自己申告等により把握した他社での労働時間を通算するほかに、あらか

じめ労働時間についてそれぞれ上限を設定する簡便な労働時間管理の方法（管理モデル）によることもできる。

② 副業・兼業の確認

・ 使用者は、労働者からの申告等により、副業・兼業の有無・内容を確認する。

・ 使用者は、届出制など副業・兼業の有無・内容を確認するための仕組みを設けておくことが望ましい。
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副業・兼業の促進に関するガイドラインについて（概要）②

（平成30年1月策定、令和２年９月改定、令和４年７月改定）

（３）健康管理

・ 使用者は、労働安全衛生法に基づき、健康診断、長時間労働者に対する面接指導、ストレスチェックやこれらの結

果に基づく事後措置等（健康確保措置）を実施しなければならない。

・ 健康確保措置の実施対象者の選定に当たって、副業・兼業先における労働時間の通算をすることとはされていない

が、使用者の指示により当該副業・兼業を開始した場合は、当該使用者は、原則として、副業・兼業先の使用者との

情報交換により、それが難しい場合は、労働者からの申告により把握し、自らの事業場における労働時間と通算した

労働時間に基づき、健康確保措置を実施することが適当である。

・ 使用者が労働者の副業・兼業を認めている場合は、健康保持のため自己管理を行うよう指示し、心身の不調があれ

ば都度相談を受けることを伝えること、副業・兼業の状況も踏まえ必要に応じ法律を超える健康確保措置を実施する

ことなど、労使の話し合い等を通じ、副業・兼業を行う者の健康確保に資する措置を実施することが適当である。

（４）副業・兼業に関する情報の公表について

・ 企業は、労働者の多様なキャリア形成を促進する観点から、職業選択に資するよう、副業・兼業を許容しているか

否か、また条件付許容の場合はその条件について、自社のホームページ等において公表することが望ましい。

４ 労働者の対応

・ 労働者は自社の副業・兼業に関するルールを確認し、そのルールに照らして業務内容や就業時間等が適切な副業・

兼業を選択する必要がある。適切な副業・兼業先を選択する観点から、自らのキャリアを念頭に、企業が自社のホー

ムページ等において公表した副業・兼業に関する情報を参考にする。

・ 労働者は、副業・兼業による過労によって健康を害したり、業務に支障を来したりすることがないよう、自ら業務

量や進捗状況、時間や健康状態を管理する必要がある。

・ 使用者が提供する健康相談等の機会の活用や、勤務時間や健康診断の結果等の管理が容易になるようなツールを用

いることが望ましい。始業・終業時刻、休憩時間、勤務時間、健康診断等の記録をつけていくような民間等のツール

を活用して、自己の就業時間や健康の管理に努めることが考えられる。

５ 副業・兼業に関わるその他の制度（労災保険の給付・雇用保険、厚生年金保険、健康保険）
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３ スポットワーク
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いわゆるスポットワークについて

職業紹介とは（職業安定法第４条第１項）

求人及び求職の申込みを受け、
求人者と求職者との間における雇用関係の成立をあっせんすること

【禁止業務】
有料職業紹介事業の場合、港湾運送業務、建設業務への職業紹介は禁止

【求人・求職の留意点】
法違反がない場合、求人・求職は全件受理が原則

いわゆるスポットワークとは

短時間・単発の就労を内容とする労働契約の下で働くこと
（令和７年７月４日、基発0704第3号、職発0704第２号、雇均発0704第1号）

スポットワーク仲介事業者とは

スポットワークを仲介する事業者
① 有料職業紹介事業の許可を受けて行う場合
② 募集情報等提供事業者として行う場合

募集情報等提供とは（職業安定法第４条第６項第１号～第６号）

労働者の募集に関する情報を労働者になろうとする者等へ又は労働者になろうとする者に関する情報
を労働者の募集を行う者等へ提供すること

・ 労働者になろうとする者の情報を収集する場合は、特定募集等情報提供事業の届出が必要
・ 情報の提供先を選別する場合等は、職業紹介の許可が必要



スポットワークの労務管理における注意点
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１ 労働契約締結時における注意点

２ 休業させる場合の注意点

３ 賃金・労働時間に関する注意点

４ その他の注意点

・誰と誰が労働契約を締結するのかを確認しましょう

・一方的な賃金の減額は違法です

・業務に必要な準備行為等も労働時間です

・実際の労働時間を速やかに確認しましょう

・労働契約の成立時期を確認しましょう

・労働契約成立後は労働基準法等を守りましょう

・労働災害防止対策も事業主の義務です

・通勤途中または仕事中にケガをした場合

・ハラスメント対策も事業主の義務です
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スポットワークの労務管理について
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スポットワークの労務管理について
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スポットワークの労務管理について
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スポットワークの労務管理について
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スポットワークの労務管理について
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